
令和３年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ２６ 府 省 庁 名 経済産業省              

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
申告・納税手続の電子化に向けた制度及び運用に係る所要の整備 

 

要望内容 

（概要） 

 

・特例措置の内容 

感染症防止への対応が迫られる中で顕在化した社会的課題や新しい生活様式等も踏まえ、申告・納税等の

税務手続きの一層の電子化の推進にあたっては、企業の事務負担軽減に資するよう、簡素で利便性の高い制

度及び運用とすること。  
関係条文  

減収 

見込額 

［初年度］   －   （  －  ）  ［平年度］   －  （  －  ） 

［改正増減収額］  －                           （単位：百万円） 

 

要望理由 

⑴ 政策目的 
新型コロナウイルス感染症を契機に、書面・押印・対面を前提とした我が国の制度・慣行を見直し、すべ

ての行政手続を対象に見直しを行う必要がある。 
 
⑵ 施策の必要性 
成長戦略等にも記載のとおり、税分野も含めた行政手続の簡素化を事業者目線で進める必要がある。 

 
【成長戦略フォローアップ（令和２年７月 17日閣議決定）】 
６．個別分野の取組 
（２）新たに高ずべき具体的施策 
ⅲ）スマート公共サービス 
  ③ 世界で一番企業が活動しやすい国の実現 
イ）税・社会保険手続の電子化・自動化 
・ 年末調整・所得税の確定申告手続に関するマイナポータルを活用したータ連携による各種申告書の入力
自動化等について、社会保険料やふるさと納税に関する控除証明書等、控除・収入関係書類の電子化を目
指したロードマップを 2020 年度中に策定する。 

・ 税・社会保険手続について、電子申告・電子納付をより一層促進するため、税務申告(申請届出)から納
税(納付)までの一連の手続をシームレスに行うことを可能とすることとともに、横断的なワンスオンリー
の徹底について、2020 年度中にニーズや課題等を検討する。 

・ 税・公金のキャッシュレス化・法人の電子納付手段に関して、ダイレクト納付も含めた口座振替申込の
オンライン完結の実現に向けた課題や個人住民税の特別徴収税額通知書や年金関係を始めとした行政機関
等からの処分通知等の電子送達の在り方等を検討する。 

・ 地方税共通納税システムの対象税目の拡大として、2021 年 10 月より個人住民税の利子割・配当割・株
式等譲渡所得割に関する金融機関等の特別徴収義務者が行う申告・納税の電子化に取り組むとともに、地
方団体及び経済団体等における検討の状況を踏まえつつ、納税者からの要望が多い税目への拡大について
検討を継続し、システムの利用促進に向けた今後の方向性を得る。 

 
④ 対面・書面・押印を求める規制・慣行の抜本的な見直し 
・ テレワークを含む民間の経済活動等のデジタル化の推進のため、以下の取組を行う。 
－ 原則として、書面・押印・対面が求められている全ての行政手続等について、2020 年中に必要な見直し 
を行う。 

本要望に 

対応する 

縮減案 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

 

‐ 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

‐ 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 
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達成目標 
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‐ 
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